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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年 12 月 18 日開催の臨時取締役会において、2024 年 3 月 1 日を効力発生日として、当

社の連結子会社である株式会社 CKD を吸収合併（以下、「本合併」といいます）することを決議いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社の完全子会社を対象とする吸収合併（簡易合併・略式合併）であるため、開示事

項及び内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

  当社グループは、出版業界における需要構造や消費者行動の変化に対応し、継続的な企業価値の向上

を図るべく、成長戦略の推進とともにコスト効率化による構造変革にも取り組んでおります。 

  今般、組織及び事業の合理化を図り、当社グループ全体で保有する経営資源の効率化を進めることを

目的として、当社の完全子会社であり、出版物の保管・入出庫・商品管理等を行う株式会社 CKD を吸

収合併することといたしました。 

 

２．本合併の要旨 

 （１）本合併の日程 

    合併契約承認取締役会決議 2023 年 12 月 18日 

    合併契約締結日      2023 年 12 月 18日 

    合併期日（効力発生日）  2024 年 3 月 1日（予定） 

     本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規程に基づく簡易合併であり、株式会社

CKD においては会社法第 784 条第 1 項の規定に基づく略式合併であるため、それぞれ合併契約

承認に関する株主総会は開催いたしません。 

 

 （２）本合併の方式 

     当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社 CKD は解散いたします。 

 

 



 

 （３）本合併に係る割当ての内容 

     当社の完全子会社との吸収合併であることから、本合併による株式その他の金銭等の割当て

はありません。 

 

 （４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

     該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 株式会社中央経済社ホールディングス 株式会社 CKD 

（２）本店所在地 
東京都千代田区神田神保町一丁目 35 番

地 

東京都千代田区神田神保町一丁

目 31 番地 2 

（３）代表者 
代表取締役社長 

山本 憲央 

代表取締役社長 

山本 時男 

（４）事業内容 
出版事業を営む当社企業グループの経

営管理等 

出版物の保管、入出庫管理、商品

管理、不動産管理、賃貸業務等 

（５）資本金 

  （2023 年９月 30 日現在） 
383 百万円 50 百万円 

（６）設立年月日 1948 年 10 月 13 日 2005 年 4 月 14 日 

（７）発行済株式総数 

  （2023 年９月 30 日現在） 
4,398,464 株 1,000 株 

（８）決算期 9 月 30 日 9 月 30 日 

（９）大株主及び持株比率 

  （2023 年９月 30 日現在） 

山本 時男 

10.84％ 

株式会社プランニングセンター 

8.63％ 

株式会社日本カストディ銀行(信託 E 口) 

6.54％ 

株式会社トリプル A 

5.78％ 

株式会社インターパブイーストアジア 

5.70％ 

株式会社中央経済社ホールディ

ングス 

100.00％ 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決算期 2023 年 9 月期（連結） 2023 年 9 月期（単体） 

 純資産 4,257 百万円 232 百万円 

 総資産 5,931 百万円 295 百万円 

 １株当たり純資産 1,141 円 26 銭 232,787 円 61 銭 

 売上高 3,031 百万円 64 百万円 

 営業利益 89 百万円 13 百万円 

 経常利益 103 百万円 13 百万円 

 親会社株主に帰属する当

期純利益又は当期純利益 
54 百万円 9 百万円 

 １株当たり当期純利益 14 円 48 銭 9,806 円 98 銭 

  （注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

 



 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更は

ありません。 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


